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学校教育の自主性と公共性
一学校経営の自立を求めてー
I 教育の公共性と社会集団の教育利益
1. 学校の自主性をめぐる視点
島 ヲム 道
公教育館j度としての現在の学校医どん走経営上の独自性と権限が認められるかについての解明
は今日の学校経営研究の大きな課題である。との課題についてはとれ吉でいくつかの立場からそ
の解明が試みられている。それらは以下に示すよう K整理できょう。第一の立場は教育と教育活
動はそれ自身、教師集団の自律的運営を要請するから、学校は教育行政の藍接的統制を受けるの
Kなじまない。とくに教育活動K直接かかわる事項Kついては教師の自主的、専門的な判断Kも
とづいて決定、実施されるべきだとされる。乙の立場は教育内容決定権の所属をめく》て、国家の
教育権に対して教師集団の教育権限のレゾン・デートノレを求める者かからつく b出されてきたも
のである。教育の公共性の実現はとの教育の自主性を確立するととによって保障されるものとす
る。そのため国家の教育関与は外的条件の整備に限られるとし、内的事項は大綱的基準の設定で
十分であるとする。
第二の立場は今日の学校が公教育制度として組織、運営されている事実に立って、学校は教育
の公共性を実現するという社会的責任を負いつつも、その具体的展開と活動は教育の自主性とい
う原理K媒介されなければならないとするものである。ここでいわれる教育む自圭性は学校が独
自な意思をもっていることの根拠とされるものであるが、第一の立場と異なって国民教育レベル
では教育内容の社会的基準(湖句拘束力をもつか否かは関わ左い)が必要であるから、それにも
とづいて各学校が教育目標を設定し、それを実現する活動の裁量、自由をもつものとする。ここ
にはたとえば教育内容の決定と実施氏関する教師集盟の母律的判断はストレートに承認されるも
のではなく、教育の公共性ということから学校を設置し、管理する教育行政の機能と調和的にな
されるものとする。
第三の立場は、議会と法をとなして国民の教育意思を委任されている教育行政当局は学校の活
動を全体として管理し、その管理は教育活動のすべての面にわたるものとされる。教育内容Kつ
いてもその例外では在い。そこでは学校の独自性、個性は第一、第二の立場ほど強調され在い。
教育の公共性は行政意思のなかに最もよく体現されているという認識があるからである。しかし
学校の独自性カ塗部否定されているわけではない。域域と学校の実態に却した教育活動をする創
意と工夫の必要がいわれ、その限白では教育の自主性が必要だとされる。しかしこれも国家が設
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定する教育の基準の遵守を絶対的条件とし、しかもその基準が現実レては教育行政の硬構造のなか
で運用されている ζ とからすれば、教育の自主性というのはいわば限られた技術的、手段併な機
能をもっ性格であるといえるた、ろう。
学校経営の独自在基盤についての解明を以上のよう K三つの立場K整理してみたが、 ζれらの
立場開の差異は必ずしも絶対的左ものではない。関係し、共通するものをな互いのなかに含み在
がら一つの立場を形づくっているとみなければ左らない。
このよう K学校の独自在経営基盤をめぐってさまざまな立場からいろいろな考えが打ち出きれ、
とれがわが国め教育をめぐる一つの基本問題と左っているのは在ぜで事ろうか。
それは国家の教育関与が行政権限の拡大と強化を背景になしすすめられている現実が一方Uてあ
れその結果、教育現場一学校の倉|臆を基礎K教育の基本事項を解決するというルートとシステムが
失左われ、もしくは失われつつあるという危険感によって、そのノレートとシステムを復元する努力
が教育運動などUてよってきされてきたことが大きな理由で事ろう。そとには国民教育をめぐる国
民と国家の関係を基本として、教育行政と教師がそれぞれの権限を拡大する ζ とによってその関
係をそれぞれの立場K沿ったものKしていこうとする努力がるる。
以上のよう左問題、動向陀対してわれわれはいかなる基本的立場を提出できるのであろうか。
本稿では学校教育の自主性と公共性の構図をスケッチするとれによってこれKζたえていきたい。
2. 教育の公共性吟味の視点
現在の学校教育は社会共同の事業として営まれていることから、そ ζで提供される教育Kは公
共性がある、またあるべきだといわれる。
何をもって教育の公共性のめやすとするかについては教育基本法第 6条(学校教育〉をめぐっ
ての伝統的な理解がある。第 6条は「法律に定める学校は公む性質をもつものであって、国又は
地方公共団体の外、法律K定める法人のみが、とれを設置するととができる。法律の定める学校
の教員は、全体の奉仕者であって、自己の使命を自覚し、その職責の遂行K務め在ければなら在
い。乙のためには、教員の身分は尊重され、その待遇の適正が、期せられ左ければなら在いJと
定めている。
前項の「公の性質」が教育の公共性のととであるが、とれKついて文部省教育法令研究会著『
教膏基本法の解説~ (昭和 22年 )VC次のように説明しである。
一法K定める学校が公の性質をもっというのは、いかなる意味であるのか。まず広く解すれば、
なおおよそ学校の事業の性質は、公のものであり、それが国家公共の福利のためにつくすととを
目的とすべきものでるって、私の利益のためK仕えてはなら左いというととである。例えば、
新賄事業は、たとえ私立によって経営され、私の利益が追求されても、新聞事業そのものは、
私む自的に仕えではならないとされると同じ意味に解せられる。次K狭〈解すれば、法律K定
める学校の事業の主体がもともと公のものであり、国家が学校教育の主体であるという意味に
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解せられる。即ちかかる学校は、これを国家vc専属する事業と為し、国家がみずからこれを行
うのほかは、ただ国家の特許を受けること氏よってのみこれを設置経営せられうべきものとな
るのである。……中略……。然、らば、公の性質tl広狭いずれの意味K解するのが適当であろう
か。憲法 26条は、「すべて国民は、法律の定めるととろ Kより、その能力K応じて、ひとし
く教育を受ける権利を有する。 Jとうたい、一方国民がその能力に応じた教育を受ける権利を
有することを宣言し、他方国家は、かかる教育を与える義務一少くとも政治的義務ーのあると
とを示したのである。しかる K、わが国‘の国立、公立の学校は、その入学志願者を十分収容す
るに足りないで、私立学校が公の学校む機能を果しているのが現状である。即ち現状では私立
学校が、国の学校教育事業の一部となっているということができると患う。とのような現状と
先の憲法の規定とを照らし合わせて考えると、公の性質を狭い意味K解すものと思われる(傍
点・著者)0 -
ここでは「公の性質」を学:伎の教育事業の主体、すなわち国家一地方自治体もしくはその認可
令受けた団体K限って定義している。この定義はとくに公立学校管理の性格をめぐってのいわゆ
る設置者管理主義の原則と重在って学校の管理原則を形成していった(学校教育法 1、 2、5条)。
この説明と原則は教育の公共性を体現するものは設置主体であるという思想を生み出すのにあ
ずかった。それは教育がもっぱら国家の事業とされ、教育の官僚支配が続いてきたわが国の伝統
K支えられながら、国民の意思形成のシステムとしての議会制民主主義を背景として国家の教膏
支配が強まることと重なって教育行政こそが教育の公共性の唯一c体現者であるという思想、を支
えたのである。
ところが以上のよう左「公の性質Jを学校の事業主体の公的性格のことがらに限ってそれを理
解するのに対して、学校の教育事業が国民の教育を受ける権利(憲法 26条〉を保障すべきこと
Kあれそれゆえに学校の「公の性質Jを次のように理解する立場がみられた(したがって広義
の理解)0 r系統的学校制度Uてないて実現される学校教育事業は、国民全体のものであるという
基盤の上K立って行われるとき、公的事業であり、公共のために行われるものであるというとと
ができ、それ故に、公の性質をもつものといいうるJ(有倉遼吉・天城勲著 li教育関係法1Ij]、
有倉氏の執筆、臼本評論社、昭和 33年〉。 この立場は公教育事業内容のなかK国民の教育権を
実現していく論理と性格を見い出し、それをもって教育の公共性とするものである。そのためK
ζ こでは教育の公共性は単に国家の教育意思によって体現されるというようには理解され左い。
学校の教育事業村容の性格に公共性をみる立場は現在、一つの通説となっている。 とζろがこ
のよう κ教育事業がまさに公共性をもつがゆえに国民の教育意思を信託された国家(行政)の意
思にこそ公共性があるとする立場がでてくるのである。そこでの公共性の実際は教育の機会均等
の確保と全国的な一定の水準の維持という内容で理解される(たとえば、いわゆる北海道旭川学
テ事件最高裁判決を参照、路 51)。国が教育内容に関与する必要がいわれるのはもっばらこう
した教育事業の公共性に立脚している。それはいいかえれば教育内容の公共性、つまり共通性の
とととして論じられているのである。
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日本教育行政学会の年報 2 は r 学校の自主性と公共性~ (教育完発研究所、昭和 51年)のテ
ーマで刊行された。そのなかで東北大学教授岩下新太郎氏は「学校の自主性と公共性 Jという巻
頭論文のなかで、公教育として制度化された学校教育の公共性は教育内容についての①共通性、
②中立性、①客観性、④科学性の四つの要素を内包するものだとしている。との観点は教育の公
共性が教育内容の性格にかかわるものとして受けとめられ、しかもその内容を具体的托意識して
いる点で教育の公共性を考える場合、多くの示唆を与えてくれる。
前記の半lJ例ではこのうち共通性の要素を他の要素として③④の要素に対して支配的な地位に立
たせることで教育内容に対する国家の関与を正当化するわけだが、岩下民Kよれば公教育制度下
では教育内容K対する国家の教育関与は免がれないが、とくに③と④の要素が教育内容全体の公
共性を裏づけるものとしてとらえている。いいかえれば教育の公共性は教育の自主性(教育の論
理)を媒介とし左いかぎり、公共性の実質を実現するととは不可能であるということである。と
の視点は教育の公共性を単K設置主体の公(ななやけ)性に帰したり、国家の教育関与を正当化
するいみでの教育内容の共通性に解消するものでをい。教育の公共性は教育の自主性氏支えられ
るものだという積極的左意味を提起していると理解するととができる。
との点をもっと体系的K示したのが家永教科書裁判j第一審判決(昭和 45年)である。内容の
共通性ということではそれは必要最少限度の大系踏今事項K根るべきであり、その他の面は教育の
自主性を尊重しながら、法的拘束力を有しない指導助言在どの方法によって編成されるべきであ
るとした。との判決は教育の自主性の存在、承認が教育の公共性をその内面K卦いて実現させる
基本的在条件であるとし、しかもその自主性の程度はか左り大きなものと承認している ζ とに特
色がある。
との判決の趣旨は国家の教育関与を制限する論理として教育運動、教育研究の左かに大き左影
響をもたらした。しかしながらそとでも教育の公共性をもっとつっこんで考えようとする方向へ
は必ずしも発展はしていない。それは者ぜか。国家の教育関与を否定もしくは制限する論理とし
ての教育の自主性はそれ自身の左かに創造すべき教育の公共性を用意するととをみずからの課題
とすることに積極的ではなかったからである。それは主として教育裁判をめぐって展開された議
論であるという制約でもある。日本教育行政学会の前出年報でとりあげたテーマむイメージが一
定の知的好奇心を駆きたてるのは以上の理由による(しかしテーマの展開花ついてはもっと内容
的な吟味がほしかった〉。
3. 教育の公共性とは伺か
教育の公共性を概念規定する際の方法についてみてきたが、ここでは教育の公共性そのものの
内容を考察していきたい。わたしは教育の公共性というのは教育についての社会の共同利益(公
益)だと認識している。討会の共同利益とはひとりひとりの人間の教育利益の集積でもないし、
法に示された一般的な教育利益(法益〉でもない。それは自己の教育利益の在かK他者(社会〉
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と共有する教育利益を発見し、それを全体の利益(共同利益〉として設定し、その価値を実現し
ようとする社会的努力の結果全体ではないか考えられるのである。
とすると教育の公共性とはもはや教育の制度的、組織的条件の公(為、なやけ)性を指すという
よりはそこで提供さがる教育の質一社会共同の利益ーを指し示す概念であるといわ左ければなら
だ?い。社会共同の利益は歴史的、社会的条件によって規定されるから教育の公共性はその歴史的
社会に生きる人間(集団〉の教育的努力、たたかいの総和であるともいえよう。教育の公共性は
創造されるものである。しかもこの過程は単なる政治的舞台ではない。全体としてはそれ児支配
されながらも、その社会が患づいている生活基盤を支えるものとしての、これまで入院が創造し、
積み重ねてきた実践と認識の諸形式を受け継ぎ者がら、さらVζそれを更新しようとする過程でも
ある。そのなかに単在る政治的意思決定ではなく、それを超えた文化創造の教育事業Kかかわる
ものとして教育む公共性を位置づけることができるのである。
教育の公共性はその現実Uてあっては具体的な人間集団の教育利益に裏づけられたものである。
教育利益が具体的な労働と生活に直接、間接に関係しているものであるから、労働と生活'1)なか
で利益を共有する集団はそれ自身の教育の公共性をもっているはずである。そして国家はそれら
の集団のなかで社会関係Kないて支配的な集団の利益Kよって直接、間接に支えられ、媒介され
ているのだから、国家は特定の教育利益を体現した教育の公共性をもっ ζ とKなる。このいみで
教育の公共性は全体的、包括的でありうるはずはない。反対Kそれは具体的在社会利益を追求す
る集団の共同的、指縦ザi溢でさえ thる。
以上の理由から国家が教育の公共性を錦の御旗として教師も含めて国民各層がみずからの教育
手i昆主を求め、それを実現ぎせようとして教育の共同利益を確立しようとする社会の教育的努力の
正当性を否定し、制限しようとする行為は特定の公共性のもとにそのほかの公共性を従属させる
ものであるか、系列化するもので毒るといわなければ左ら在い。
憲法と教育基本法の法理と現在の解釈理解では乙のよう在、国家の教育利益がそのまま教育の
公共性であるという意識はか者り克寂されてきている。公共性というのは、もはや、社会のさま
ざまな教育利益を制約する論理では若い。それは社会の教育利益なよび利益間を調整する論理な
のである。その意味で国家によって体現される教育の公共性はそれ自身、絶対的、全体的在社会
の教育利益者のではなく、社会のいろいろな教育矛i溢を調整することからっくり出される教育利
益として考えていか左ければ左ら左いと思われる。したがって国家代よる教育の公共性は利益調
整の論理として位置づけていく ζ とが大切なのである。国民の学習権、教育権を承認する現行法
を背景K、よりよい教育を求める運動、その左かで形成された共同の教育利益を調整する論理で
あるといえよう。
今日まで国家はみずから公共性を体現しているという立場から教育の自主性を認めることに積
極的でなかった。公共性は、事実上、調整の論理でなく、制約の論理として働いてきたのである。
このため教育の公共性が調整の論理として機能するためKは社会の教育意思形成になける民主的
手続きがどうしても必要になる士それはひとつには教育に関する意思形成Kないて、教師(集団)
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の専門的判断、意思を組み入れることと、ふたつには住民の教育意思を直接的に反吹させるシス
テムの創出で争る。
E 教育内容と教育の公共性
1. 教育課程の基準と教育の公共性
教育課程の基準工学習指導要領は教育の公共性を実現するために国民の教育権の信託を受けた
行政当局が定めるとされている。この場合の公共性とは教育内容の共通性と内容水準の等高性、
等質性を意味するのがふつうである。国民教育ではそこに国民(人間)として必要左教養(国民
的教養〉がすべての子どもが身につけるものとして期待されているつそれを身κっけなければ、
将来、労働と生活の左かで一人前む人間として自立することができない ζ と、たとえば職業をみ
ずからの意思で選択し、それを十分と在していくととが不可能犯なるからである。とのため現代
の労働と生活を支えている人間の実践と認識の諸形式の基本を身Kつけることが重要Kなる。
ところが現代の労働と生活を支える人間の実践と認識の諸形式は現実の労働と生活によって客
観的に条件づけられ、他方それを担う人間によって主体化されるものである。だから客観的に条
件づけられた諸形式は生活を拡大しようとする人間の欲求K支えられてその更新がはかられる。
この諸形式の性格(忠想〉の内容は現実の労働と生活の在かで生きる人間(集団)の労働と生活
に対するかかわりの内容Kよって異なっている。それは具体的な社会K生きる人間集団がみずか
ら求める労働と生活そして社会を創造する活動に根ざしたものであるといってよい。
こうした教育Kついての共同利益(社会的利益)はより相対化されて、教育内容の基準を形成
する要素となる。それは一つの教育の公共性Kよって他の教育利益が調整される過程である。
教育課程の基準は、したがって、そのなかに教育の公共性による教育利害一教育内容の調整の
結果を本来的Kは含むものである。そしてとの教育利益は現実の人間の生活集団、つまり労働を
基礎にして具体的在社会活動を営む人間集団、たとえば教育行政当局、教職員団体、父母国体、研
究団体、一般の労働団体、経済団体、その他の社会団体、そして学ぶ側の団体在どの社会活動を
基礎とする教育への関心、要求、意思を反映したものである。とりわけそれは教育の当事者、 7ま
いしはその時々の教育児強い影響を受け、またはそう感じている社会団体の教育利益K支えられ
ている。
そうで毒るなら、教育の公共性をその本来の意味で実現するという観点からの教育課程の基準
の設定には教育行政当局がみずからの意思で基準作成委員を選出するだけにとどまらず、実際の
生活集団(団体〉を母体とした選出を考えることがより高い公共性をもった教育課彊の基準を作
成する条件である。もちろんその団体は実際の労働と生活の活動を基礎として結成されているも
のである。
乙うすることによってのみ社会の教育文化創造のエネルギーと英知を教育課程の基準作成に結
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集するととができるのである。
2. 教育課程基準の開発システムと教育の公共性
一一ひとつの構想、を手がかりに一一
教育の公共性を確保し、それを実現するうえで社会の教育利益をどう調整するかという問題を
考えるため花、とこに教育課程基準の開発γステムについての一つのアイディアを取りあげてみ
ょう。
それは文部省が経済協力開発機構OECDの教育研究革新センターCERIと協力して昭 49 
年3月 18'"'-' 2 3臼まで東京で開催した「カリキュラム開発K関する国際セミナ-Jに卦いて、
討議資料として提出された東京教育大学教授吉本二郎氏の「カリキュラム研究開発の機構Jとい
う論文のなかで打ち出されているものである。(文部省大臣官房調査統計課Irカリキュラム開発に
関する国際セミナ一報告書J昭 50年に収録)。
教授は上記論文の者かで教育の公共性から教育課程の基準を考えるという視点を前面に出して
いるのでは老い。それは現行システムの批判K立った教育課程の基準開発のための制度システム
を提起しているものである(教育課程の基準の開発とは「教育内容の再編・適用・検証・改革な
どの一連の過程 jであるという)。そとでは現行の教育課程基準の開発システムが文部官僚のリ
ーダーシップKよってすすめられている ζ とが告IJ震上の一つの問題としてあげられているo つま
り教育課程の基準はつねK行政的判断にもとづいて作成されてきているのが実態で事り、それを
改めなければなら左いというむである。
教授は必ずしも基準を否定し、排除する立場をとっているわけで者同反対に公教育の事実か
ら「中央基準jの必要性を積極的K求めている。としてもそれはうえでみたように現行の開発シ
ステムKよるものでよいといっているわけではない。教育課程基準を開発する専門的機構の設置
をそれにかわるものとして提唱しているので毒る。その提唱は教育課程基準児、より高い教育の
公共性を創造することの必要を基準開発システムの改革をとなして打ち出したものだともいえる。
専門家による組織的、継続的な開発とそこで開発された基準を教育政策決定Kないて正当K位置
づけることによる公共性の確保といってよい。関係専門家集団の基準開発のシステムが教育の公
共性をより高いものにしていく条件だという認識である。
具体的には「国立カ1)キュラム・センター」の構想、である。それは「教育行政機関内 Uてこのよ
うな機関を設けるととも可能では ihるが、長期的宅購K立って、ともすれば制約されがち左政治
的配慮K影響を受けず、自由左科学的立場から創意を用lハる機構をもっ機関、政府の直属で左い
機関」の性格をもっ。そこでは「教育計画を設定し、教育内容の立案・発展氏関する課題解決を
構整し、教育行政に反映される γ ンク・タンクとして組織機構が構成され、機能が活かされる j
という一般的な組織原則をあげて、性格、組織構造、機能を次の五点に整理している。
それは①半官半民の一つの独立研究機関。国の監督権は予算の配分と執行の監督にとどめる。
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②学際的在性格をもっ ζ と。③常勤の専門的研究要員の配属と彼らUてよる継続的なカ 1)キュラム
開発。④指導資料の編さんO 指導結果の評価基準や指導技術等の提示、紹介、資料室の完備。⑤
地方教育行政官、校長、教員を対象としたゼミナーノレを主催し、教育課程に対して助言を与え、
その改善K供する、の五点である。
運営機構をみると、政府、学会、一般社会などのオピニオンリーダーから在る運営委員会が置
かれ、センターの政策、予算、法制的側面、長期運営自擦の設定がその役割とされる。
また開発のための民主的手続きとして次のよう Uていっている。すなわら「開箔盈程(t[i;、いて国
民各層の理解とコンセンサスを反映するようにされるべきであり、その原員Ijは特に現場での教師
の実践、地域住民の意向、青少年自身の意見や希望等を生かすよう K配慮すべきである。教科月1
-学校号Ijの研究組織と成果を、着実に反映するしくみを策定すべきで毛る」と。
以上にみるカリキニラム開発センターの構想、比よって、はたしていか在る教育の公共性が確保
しうるので争ろうか。
3‘ 教育の公共性実現になける専門家集団の役割
以上氏みた開発システム構想、によれば教育の公共性の内容を国家の教育利益にとらわれないで
社会の多様な教育利益を吸収し宕がら、広い国民的基盤と科学性に根ざした教育の公共性を創造
しうる条件をつくろうとするものでるる。いわば国民の教育文化創造のエネルギーと英知を教育
課程の基準を開発するシステムのなかに正しく位置づけていく道を示したといえるだろう。
との構想はすでにみたよう K行政官主導の教育課程基準の現行開発システムを専門家集団によ
る開発システム l疋改めるというもので、国家の直接利益に左右され左い、専門家集団による教育
の公共性の創造をめざすζ とによって現行の制度上の問題を克服しようとする一つの試みとして
興味ある構想であろう。
現行のシステムでは教育内容が国家によって独占されているといA うこと、それゆえK教育内容
開発のための国民の教育文化創造のエネノレギーと英知が吸収されてい在いという現実K対するひ
とつの挑戦でもあるからである。
ところがうえでみた開発γステムの構想ではたしかK学校の実践の反映、住民の意思の吸収左
ど手続き上の民主化を含んでいるものの、そこでめざされているものは全国的K共通した基準の
開発のことであり、その開発のシステムで毒った。構想、はそれを常勤の専門家集団Kよってつく
ろうとするものである。
教育の公共性の確保を専門家集団による教育課程の基準開発Kよって可能にさせるためKは、
教育の公共性が前K述べたよう左内容をもっとする左らば、教青利益K重接的、晶接的Kかかわ
る集団、団体の教育意思を開発システムのなかで合理的に位置づけることが大切に左る。それは
これらの集団、団体の意見を参考にするというレベルを超えた、もっと本質的をかかわりを裏づ
けるよう左システムが求められるだろう。たとえば開発センターでは常勤の専門家集団Kよる継
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続的左実験、研究の成果をもとに、こんどは教育課程の基準の改定の際K時限的に開発のプロジ
ェクトチームを組んで、そこに教職員団体(教職員組合でもよい)を含む社会団体の教育意思を
反映させる組織機構を加味することである。つまり時間を限つての、常勤の専門家集団と社会団
体からなるシステムの構想、で争る。とうする ζ とによって何年かどとの教育課程の基準の改訂の
際児社会のさまざまな集団、団体の教育意思を汲み入れ、反映させるととができるよう Kなる。
ことばの本来の意味での教育の公共性とはまさKこうしたシステムをと卦して形づくられるで事
ろう。そのようにしてつくられた教育の公共性は制約の論理として現実のさまざまな教育利益を
規制するというよりは、より広い社会的合意をうる調整の論理として機能する Kちがい在い。
国公教育と学校経営の自立
1. 教育の自主性と公共性の構図
教育の公共性の実際は教育十てついての社会諸集団の利益のーなかで支配的な教育利益が国家とい
う支配装置のサンクションを経て形成されるものでihる。とこからわれわれはより高い教育の公
共性を確保するためKは①協調、競合、緊張、対立するさまざまな教育矛i溢を社会的によ b共同
化したものとして統合していくこと、②そのためKは国家が現実K体現する教育の公共性を一つ
の教育利益として認識し、それを絶対的基準としてその他の教育利益を規制し、制約する論理と
するのではなく、調整する論理として機能すること、を知ることができた。
教育の公共性が制約の論理では在く、調整の論理として認識されるべきことは国家の教育利益
が社会心特定の利益K支えられてなり、必ずしも社会共同の利益そのものではないという単純左
事実Kよるが、それだけゅではなく‘もっと内面的には教育(活動〉の論理自体が教育の公共性K
柔軟7号機能を求めているからで奉る。一般的にいえば教育の自主性の尊重というととに在ろう。
教育は現在の、そして将来の労働と生活のなかで一人前の人間として自立しうる基礎的左能力
を子ども K形成する働きである。人間は労働と生活のなかで自然.人間、社会K対するさまざま
な実践と認識の諸形式をつくり出してきた。教育はその実践と認識の諸形式の基本を子どものな
かK形成していくしどと者のである。
この過程は第ーにこれら諸形式は人間の長い麿史のなかで創造され、蓄積されたものであるか
ら、個別の知識はその他の知識との関係のなかではじめてその内容が理解される。こ ζに知識の
関連性、全体性が ih!J、それを教える系統性がなければなら在い。それはその時々の政権、国家
の関心、利益を超えた要素、つまり独自在領域と価値がみられる。今日の労働と生活が科学と技
術の所定であり、それによって支えられているという事実によってとの独自性を否定すればその
社会、国家自体の存立基盤を絶対的に危くするというととは自明である。
そのため教育内容は長織の関連性、系統性、全体性をたえず意識して編成しなければ在らず、
その矢面哉の体系は学問研究の成果に負うところが多川恋意的、経験的に教育内容を編成するこ
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とはもはや不可能なのである。われわれの社会の労働と生活の基盤は関連的、系統的、全体的な
知識の摺造氏支えられているからで毒る。このことは教育内容の決定、編成はもはや政治的決定
の範顕を超えてなされるべきことを今日の労働と生活の基盤そのものが要求しているととを示し
ている。
こうした教育は社会の、国家の教青利益に全体としては規制されつつも、それだけKは左右さ
れない固有左営みであり、またそうでなければなら左いととは明白である O それは教育の内容Uて
公いてそうであった。前節でみたカリキュラム開発センターの構想、は以上のような事実認識が土
台となっている。
第二は教育は教材を媒介とした教師と生徒との関係のなかで行われる。その関係は指導する立
場としての教師も学ぶ立場としての生徒もそれぞれ認識の独自な構造をもった生きた人間であり、
生徒は新しい内容を学ぶととKよってこれまでの認識構造に新たな価値をつけ加え、また修正し
たりし者がら豊か左ものにして、より高い次元の人格として高まっていく。教師は教材を研究、
開発し、それを指導する過程でみずからの認識を確認したり、修正する。教師と生徒のいずれに
とっても教育関係は認識活動を軸K展開しているO
とくに教育対象としての生徒はまさK生きた、左ま身の人間主体であるから、教師が指導する
となりにそのまま変容していくわけでは在い。みずからの欲求と関心なよびそれまでの認識内容
とレベルを土台にして教師の働きかけにこたえていしその過程は生徒の内部、教師と生徒との
あいだに共鳴、矛盾、緊張を成立させる場面で毒る。
だとすれば生徒の欲求、関心、認識の内部K入りこんで、いろいろ左教材を使用しながら働き
かけてその変容を実現することが教育関係にないて最も大切なととであるといえるであろう。そ
れは教え込みや、これだけが絶対正しいのだという教育姿勢の拒否である。人間の認識活動は内
面化された独自在構造をもってなされるがゆえに、他の人間(それが教師であっても)とは全面
的に重左りえ左い、いやむしろズレだり、緊張・対立するのがふつうである。教育的働きかけ
自体、多様でありダイナミック左ものである。教育が画一的であっては左らないといわれるのは
人間の認識活動がとのような特性をもつから Kほか左ら者い。 ζの特性は家庭、地域社会、社会
体制、民族、自然、などに規定されるから、学校をとりまく、条件の差異がまた独自在教育活動を
要請する。
とれは方法的、手段的在意味での自主性に関係しているばかりで左しもっと本質的左次元で
の自主性Kも関係している。
今日の教育が公教育として教育の公共性を実現する教育体制の左かで行われているととは、国
家のリーダーシップ児者る教育内容の共通性、画一性確保の必要として考えられやすい。しか
し左がらわれわれはとのような考えは国民の教育文化創造の多様左エネルギーと英知K支えられ、
それを吸収、反映していぐシステムをつくり出すとと治な教育経営の要諦であるとととは無線であるととを
ζれまでぐり返し述べてきた。それは教育の公共性というのはとうした国民の教育文化創造のさまざまな
エネルギーと英知が競合、協調、結合していく過程の左かに形づ〈られることである。そのなかで、
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社会諸集団の教育利益&'てもとづく教育文化の創造活動は教師集団による自主的な教育活動を基盤
とすゐこと Kより、 より高い次元の公共性と転化していくことができるので去る。
教青の自主性の確立は教育の公共性ドζ内部から、質的K支える条件であるといってよいだろう。
このような認識はわが国の公教育の原理として法のうえでも、慣行のなかでも承認されてきて
ぃ.るばかりか、最近の教育半iJ例l疋卦いても確認されつつある(詳しくは拙稿「公教育と国民の教
膏意思J参照、吉本二郎編著 Ir現代公教育と学校経営j]VL所収、 ぎょうせい、昭和 53 3月〉。
') 学校経営と教育の自主性
学校は教育機関であるから、そこでの教育が自主的、創造的K行われるためKは学校Kはそれ
Kふさわししヘ経営基盤が確立してい左ければ左ら在い。
吉本教授は ζれまでの学校経営研究のなかで学校の独自在経営基盤とは何か、はたして学校K
ぞれが存在しうるかという問題意識をつねに維持し、 との課題を二つの理念の関係の分析をとな
して解決をめざしてきた。それは教育の自主性という珪念と、教育の公共性という理念である。
実は本論の冒頭で学校の経営上の独自性と権隈をめぐって現在みられる第二の立場とは吉本教授
路代表されるものであった。
これら二つの理念の関係をめぐって教授がみずからの立場をどう設定しているかは時代Kょっ
ても異在ろうから単純Uてはいえないであろう。
現在という視点から大へん興味深いことは初期の著作(1I現代学校経営論』昭 34、以下⑧と
する)では学校経営の自律性という観点を教育自治認識を背景としてつよく打ち出していること
で毛る。学校の自律性は何か一つの社会体の要求にこたえたり、社会の教育要求K従属すること
になける抵抗関係、のなかでいわれている。学校は教育に対する社会的諸要求K対して「それ
らを受動的に現実的に受入れ、あれか ζれかと迷いながら非科学的・非独自的に流され、漂うも
のであってはならない。 正しい科学的判断と、責任ある社会正義実現の方向とにないて、 とオLら
の諸要求を受とめ、位置づけ、 処理していく判断を要し、それは学校の内部的機能と活動との中
に正しく実現せしむるものとせられなければならない。 この問題がいかに自律的でありうるか、
また学校はいかに自律性でなければならないかに関した葦要左事項で争る。
学校の自律性の問題は、学校行政組織の自律性、すなわち全体としての教育権が他の分野から
いかに独立的であるかの問題として考えられ、またこの意味での教権の独立と密接に結びついた
教育自体の自主性・自律性の問題でもある J(⑧ 2 9 - 3 0頁、傍点引用者〉
とこでは教育自治の構想、が学校の自律性の根底1[;hることが読みとれる。 乙の感覚は昭和 31 
年に「地方教育行政の組織及び運営氏関する法律」が詰i淀されたことKよって「留の権限の強化、
基準行政の細密化、地方分権の弱体化、教育委員会の一般行政K対する従属性促進等が、この法
律の施行に伴って促進される J(④.( 7頁)という、いわば教権独立、教育自治崩壊への危機意
識のなかで生み出されたものであった。それは「委員会の自主的在創意と責任に基く教育自治が
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失われることは、相対的K学校の自主性を増すのでなく、逆にいわゆる形式的-画一的な学校化
を招来し、管理機構の末端としての学校に陥る危険性をはらんでいる J(③ 5 3頁)と認識され
るからである(この点については本号所収の吉本教授論文でも触れられている)。
学校は社会の諸勢力の教育利益から自由ではないが学校はみずからの教育意思をもってそれに
こたえていか在い限り、教育責任を果たぜないのでは左いかという考えがそこにあって、「学校
は積極的K価値の平衡と社会的正義の実現jをめざすものでなければなら左い立場を提起する。
このことを教育の公共性との関連でいえば、社会諸勢力の教育利益の調整、平衡の結果っくり出
されるのが教育の公共性であって、その調整、平衡は教育的良心、良識によって学校がすすめて
いくものだという。だから教育利益を積極的に均衡化した結果としての教育の公共性は国家も政
党政治Kあっては政策的偏向のため、特定の値鑑領域のためKその権力行使することがあるので
国家がそれをすべて体現するのでは左〈、体現するうえでの自己規制すなわち中立化が必要児
なること Kよって、教育の公共性の実現は国家だけKあるのでは在いことを力説した(③ 32-
3 5頁)。
とうした教育自治(教権の独立〉を背景に学校の自律性を主張した初期の考えのなかには教育
の自主性という理念、は教育の公共性という理念を内面的K支えるもの 7ぞという認識があった。そ
れは li現代学校経営論』が昭和34年に刊行された時代の特徴(既出 )(1[負うところが多く、教
育の自主性、それにもとづく学校経営そして教育行政をいか K守りきるかということが当時の多
くの教育研究者の関{，'事であったなかでの一人の研究者の対応であったといえよう。
3. 教育行政権眼の拡大・強化と学校経営の自立の問題
教育の自主性を基盤として国家の教育関与に限界を求めるという当時の一般風潮を背景K教授
の学校経営論が形成されていったのが初期研究の特色だとすれば、昭和40年代の研究では国家
の積極的在関与乙そ教育の公共性の実現の条件であるという考えがその土台Kあった。
とれは li現代学校経営論Jの構成にないて第一章を学校経営の基盤にあて(第一節・教育関係の
成立、第二節・教育上の両親性、第三節・学校の自律性〉、第二章・学校のメカニズム(第一節・制度と
しての学校、築二節@組織体としての学校、第三節・感情体系としての学校)……としているよう K、
教育が本来どういう営みであるか、その教育児当事者はどうかかわるかという視点を軸K展開さ
れていることへの訣別でもある。教授の代表的著作で、大阪大学教授金子照基氏が筆者がしばし
ば指導をいただいた機会によくいわれていたが、学校経営学の古典であるとしている中期の著作
lí 学校経営学~ (昭和4 8年、以下⑮とする〉はまさにその訣別を象徴しているものである。初
期の著作とはその構成を逆転させている。すなわち、第一章・公教育制度の百的〈第一節・公教
育の意義、第二節・公教育制度の呂的、第三節・公教育の組織と学校)、第二章・学校の組織構
造(第一節・学校とその組織編告Ij、第二節・学校の人事組織、第三節・学校組織の問蔵〉、第三
章・学校経営の意義と機能…".0
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本書の構成だけからみると学校は社鈍今氏独立した(その場合、社会=国家という構図が支配
的〉教育関係を維持しているのでは左〈、まさに社会の教育意思=国家の教育意思によって設
置、運営されているので、学校経営とはそのなかでの教育目的実現の領域であるという認識がう
かがえるのである。事実、第一章の冒頭で「現代の学校tl公教育政策のもとに置かれ、教育の公
娼守自的や理想、を実現することを基本的左あり方としている」という視点、をかかげていることは
きわめて象徴的でさえある。
ζのことは愚民の教育を受ける権利を保障するためには国家が教育児積極的K関与し左ければ
在らないという、いわば福祉機能を国家に要請し、国家は国民の教育意思を代表しているから、
そうすることの正当性を有するのだという立場の表明でもあるo
福祉国家観を背景とした菌家の役割について次のよう Kいうつつまり「公教育への発言権がひ
とり国家にのみ置かれることは許され左いが、国家も教育全般の組織者として、公教育に対する
重要左発言力を有しなければ左らないのは当然である……。(教育が国民の共同の利益として組
織されるためには一引用者注〉国家は単に自律的社会を前提とし、その保全の役割に止まるもの
ではなく、積極的な統制または調整によって、社会全体の発展K寄与し左ければ者らない J(⑮ 
3 2 - 3 3頁)と。さらκ「現代公教育制度に公いて、真K国民全体の福祉と共同の利益を図る
べき立場Kないて国家の積極的関与は不可欠 J(③ 3 3 - 3 4頁)で各ると。
教育を受ける権利をひとしく国民に保障するためには国家の関与は積極的でなければ左ら左い
ととは教授の指摘するとなりであろう。ととろが国家の関与によって実現しようとする教育の公
共性が iで理解するような内容をもつものとするならば、とく K教育という認識活動一文化活動
にかかわる分野K 去っては一元的、固定的、絶対的であってよいはずはきい。初期の著作でいわ
れている教育の公共性というのは社会の諸勢力の教育利益を教育の自主性を媒介K相対化し、統
合した社会の共同矛l溢であるという立場はと ζ では H後退1 しているといえそうである。
わたしがげ後退IJ したといったのは初期の著作K比較してそうであるとともに、教育を受ける
権利を保樟するためK国家の関与を拡大、強化しつつある動向の左かでの学校の自立化Kついての
情熱Kついでである。もちろん学校の自立化が求められ者ければ左らないのは教育の公共性がその実
態と本質に卦いて社会共同の教育文化創造活動K支えられているととの認識、つまり教育の自主
性の確認陀もとづくからで事る。
学校は公教育告Ij度のなかで公の規制j一法、行政ーを受け、設置者管理主義の原員IJ(学校教育法
5条〉にもとづいて管理されている。しかし学校はその本質Kあって教育機関であるO 教授は教育
機関であるという性格が学校K事実上の独自の意思をもって教育Kあたる主体でさbることを求め
るものであると次のよう Kいう。つまり「学校が教育機関である性格からみて、学校は独自の教
育自擦を樹立し、その教育自標を実現するための教育課程を編成し、統一的組織のもとで教育の
実施氏当たる主体で左ければならない J(⑧53 )と。
教授は教育の自主性をことでの論拠としているけれども、教育の公共性をっくり出すうえで必
要とされる教育の自主性の問題ではないようで毛る。初期の著作ではその問題がつよく意識され
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ていたととはあらためてくり返すまでもなレ、やはり教育の公共性、教授の論理構成でいえば国
家の教育意思←教育行政K体現されているものは教育の自主性とは一応区別してとらえられてい
るとはいいがたいのである。教育の自主性は教育現場でもつばら生きるもので、教育政策の決定、
教育行政過程の原理としてつよく意識されてはいるわけでは左い。つまり教育行政が体現する教
育の公共性が教育の自主性K痩先する構図がそとに争る。
とする教授の学校経営はみずからの意患をもっ学校での教育の自主性とは具体的K何で争り、
それがどん在経営構造として実現しているかを究明するとと Kよってその本質の全貌が明らかに
在るだろう。それは単純化していえば教育活動の創造性と自主性であり(③ 166頁〉、「専門
職的官僚制」の考え方(吉本二郎「学校経営の現代化 J、小学館教育学全集 13 If'学校と教師』
所収、昭和 45年)である。
教授はとのたびの論文「学校の内と外をみつめて」の在かでパーナードの理論を知って学校経
営研究の大き左転機と在ったと述懐じてなられる。しどとK対する人間の自主的左かかわり、 ζ
れこそ組織目標達成の条件であるとともK、人間の最高度の満足を招来するものだというバーナ
ードの所論は活動の創造性、自主性が要求される学校ではその経営の要請であると直観したので
ある。
中期の著作では前で触れたよう左問題性を残し在がらも、わが国の学校経営研究K大きくエポ
ットと左しえたのはほかでも左く、まさ児教育組織K面有在組織と人間活動のあり方を軸児学校
組織論を展開したととに遣うった。
本来在らばととのととろの考察が本論の中心と走ら在ければ走ら左いのだが、とれまでの考察
で教授の学校経営学の真髄と理論形成の動機をさぐるという自的はほぼ達せられたと思うので、
それについては別の機会K試みているのでとこではこれ与L上の考察を続けるととはし左い(拙稿
「教職Kなける専門性と官僚制 J 、 r 現代教育経営~ 2所収、昭和 51年、「学校の教育意思と
教職の専門性J、吉本二郎編著 f学校組織論』所収、昭:和 51年を参照されたい)。
N再び教育の自主性へのとだわり
1. 学校経営の自立を求めて
最近の著作では学校経営の独自性へのとだわりが強くなっている。初期の著作で出された問題
意識を現時点で思い出し、肉付けしようとしているのでは在いかともうけとめられる。「小学校、
中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善 Jを答申した(昭和 51年 12月 18日)教育課程
審議会の一委員として、教育課程の基準を開発するしととKか治寸オLるようK在ったととで教育課
程と学校経営という問題領域托関心をもつようになったととが初期著作への H 回帰"を促したの
かもしれ在い。
教授のライフワークは学校経営の独自性の追求であるが、最近の著作はその独自性の追求に乙
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れまで以上氏精力的K取組んでいる。たとえばJr教育委員会月報j]300号のかな D大部の記念
論文「現代の学校経営 j(昭:和 50年 8月)のなかで、それはまず学校経営の研究の ehり方とし
て提起される。つまり教育K対する国家作用の側面から、教育法とその解釈を適用していくこと
Kよって学校経営を論ずる立場では学技の機能、組織特性を解明することに十分ではなしさら
児は学校と教育行政のあいだの機能関係、組織関係、を明らかにするKは不十分であるとする認識
がなされているうこのため教授にとって学校経営を単一学校の経営K限定してそこでの教育活動
心事実を考える立場がとられる(これは初期、中期、最近の著作K一貫する基本的立場である)。
なぜなら「学校は主として入閣の教育的側面を原理的K強調し、そのための社会組織として重要
左側面を強調する理論を求めるべきだと考えるからでるる j( 1 0 1頁〉。それは「法の適用K
偏したとき、学校が営む組織的努力のもっとも基本的な経験一教育とそのものーを解明すること
はできないし、それでは学校経営の重要部分を欠くことK在る」からでもある( 1 0 2頁〉。
ζのような研究の視点はこれまで一貫してはいたが、それがもっと教育行政に対する学校の自
立性の確認と教育活動そのものに内在することを契機とする学校の自立の主張と在っていること
に特邑が各る。これは教育行政が学校の活動K入りこむ制約枠をもっと意識化している点でこれ
までのものとは異i7っている。学校は教育機関だということのつよい認識である。学校に対する
行政作用を考える場合、「学校は教育機関としてあり、多少の意味で教育行政の末端機能を果た
しはするが、それは教育機関としての機能に付属し、会るいは教育機関的意義を補足する意味j
と考えるべきだという基本的立場を示し、だから「教育行政の域にまで自己抑制することが必要
であり、その域を越えて直接に教育活動を行うことは許されないJ( 1 0 5頁)と学校経営の独
自の領域を設定する。こうした観点は教育行政の機能を学校経営の基礎的条件を整備すること K
求めること、そして学校経営自体の主体的で責任毒る姿勢を確立することとして具体化する
( 1 0 7頁)。
学校経営の独自性は学校で行われる活動そのものの性格=教育の自主性に起因するものとして、
独自性を中期著作の場合よりもさらK積極的K強調していこうとする姿勢がうかがわれる。
以上の観点、姿勢はr学校経営の革新j](現代学校経営講座 5、昭 51年〉所収論文「学校経
営論の研究開発jでは法規的視点K立つ学校経宮の認識を克服するためvcf教育はかくあること
を宣する行動を支配する法制の主体として、事実的。学校の教育意思を表明する解釈と判断の主
体として、教育実践活動とその経営が存在すると認識されるべきである」として示される(2 5 
頁)。乙れは教育行政と学校経営の関係、を学校活動の性格から、その性格を実現する立場から学
校の経営活動のより大きな裁量を求めてっくり出していったものといってよいだろう。
わたしはこの論文が教授の学枕経営研究の内容と思想、を基本的K表明したものと位置づけ、研
究方法論の完成されたものとみている。今後はたとえば「校長のリーダーシップ」左どの個別領
域を上記の方法論托もとづいてまとめていくしごとが残るのではないだろうかと考えている。
最後K教授の学校経営の独自性をさぐる基盤とされた教育の自主性について一つの疑問を出
して本論を締めくくりたい。
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2. 課題としての学校経営自立への戦略的視点
ぞれは教育の自主性の存在、その確立が学秘経営の独自性の前提であるといっても、その内容
の具体的説明、展開は必ずしも明らか托されているとはいい難いととである3女育の自主性犯関する理論的
戦略がはっきりし左いということである。そのため学校経営の独自性の実体が何であるかが依然
として不鮮明左ままで毛る。わたしが個別領域の研究が今後に残されたしどとであるといったの
は、こうした個別研究の在かで教育の自主性が具体的K明らか托されると思うからで各る。
教授が学校経営学を構想する際Kイメークしたものは単一学校の経営である。学校は実際vctl
00学校という個別の学校として存在し、運営されている事実氏よってその方法的視点は正しい
ものであろうし、いやこうした視点K立た在い隈り、 1)ァル左学校経営学を確立することはでき
ない。
しかし、もしこうした視点が教育の自主性の戦略的意義(教育の公共性との関連、公教育経営
氏卦ける教育の自主性の意義者ど)を明らかにするの K不十分で各るとするならば、もしくはそ
うした意義にみずからの方法をかかわらせていかないならば、単一学校経営学論の偏向として問
題Kされるかもしれ左い。われわれはその方法K偏向がないと考えているから ζそ、上記の意義
を明確Kすることが必要だと考えているのである。そしてまさKζのことは日本の学秘経営学が
立ち向うべき大き左課題でもるる。
教育の自主性への考察は初其暗作にみられたあの問題意識を拡大すること Kよってなしえたの
では左かったかと思われる。最近の著作ではその蘇生がみられたが、それを国民による教育文化
創造の活動とそれK対する学校の役割という戦略的視点Kどのようにつなげていくかを個別領域
の研究のなかでもっと明確にしていくべきだと思われる。
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